























＊ OJ L 189, 27.6.2014, p.59. 翻訳に際してはドイツ語版を基本とし，適宜，英語版，フランス語
版を参照した。












































































































































































































































































































































第1182/71号（OJ L 124, 8.6.1971, p.1）。
６　加盟国が委員会によって実施権限の行使をコントロールする一般的規則と原則を定める2011
































欧州議会及び閣僚理事会指令第95/46号/EC（OJ L 281, 23.11.1995, p.31）。


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































閣僚理事会規則（EC）第1393/2007号（OJ L 324, 10.12.2007, p.79）。
15　民事又は商事事件における証拠収集に関する加盟国の裁判所間の協力に関する2001年５月28
日の閣僚理事会規則（EC）第1206/2001号（OJ L 174, 27.6.2001, p.1）。
第49条　言語の規制
⑴ 債務者が住所を有する加盟国の公用語，又は，この加盟国に複数の公用語が存
在する限りで，債務者が住所を有する地の公用語若しくは公用語の一つ，又は，
債務者が理解する他の言語で作成されていない，第28条第５項ａ及びｂにあげら
れており，債務者に送達されるべき文書には，これらの言語の一つへの翻訳又は
字訳が添付されるべきである。第28条第５項ｃにあげられた文書は，裁判所が，
例外的に，債務者がその権利を主張しうるように，特定の文書が翻訳又は字訳さ
れなければならないと決定しない限り，翻訳されない。
⑵ 本規則に従って裁判所又は管轄官庁に向けられる文書は，当該の加盟国がその
言語を受け入れることができる旨を表明しているときは，EUの機関の他の公用
語によって作成することができる。
⑶ 本規則の規定による翻訳は，ある加盟国においてそれにつき資格のある翻訳者
によって行われるべきである。
第50条　加盟国によって提供されるべき情報
⑴ 加盟国は，2016年７月18日までに，委員会に対して，以下の情報を通知する。
ａ）保全差押命令を発令する権限があるものとして指定された裁判所（第６条第
４項）
ｂ）口座情報を入手する権限があるものとして指定された官庁（第14条）
ｃ）その国内法により利用しうる口座情報入手の手段（第14条第５項）
ｄ）そこに不服申立てを提起しうる裁判所（第21条）
ｅ）保全差押命令と本規則によるその他の文書を受領し，転達し及び送達する権
限があるものとして指定された官庁（第４条第14項）
ｆ）第３章による保全差押命令の執行についての管轄官庁
ｇ）共同口座又は信託口座の保全差押えの可能性に関する国内規制（第30条）
ｈ）差押えから解放されている金額に関する国内規定（第31条）
ｉ）国内法によると，銀行が，同等の国内命令の実行又は口座情報の提供につい
て手数料を徴収することができるか，できるとするならば，いずれの当事者が
この手数料を仮に支払わなければならないか，最終的に支払わなければならな
いか（第43条）。
ｊ）保全差押命令の処理又は執行に関わった官庁又はその他の機関が徴収する適
用手数料が計上されている手数料率又はその他の規則（第44条）
ｋ）同等の国内命令に，国内法によって与えられる順位（第32条）
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ｌ）不服申立てについて管轄する裁判所又は，場合によっては執行官庁（第33条
第１項・第34条第１項又は第２項）
ｍ）そこに上訴が提起されるべき裁判所，それが定められている限りでのこの上
訴が国内法により提起されるべき期間，及び，この期間の進行の開始の原因と
なる出来事（第37条）
ｎ）裁判所費用の指示（第42条），及び
ｏ）文書の翻訳について認められている言語（第49条第２項）
加盟国は，委員会に，これらの情報に関する事後の変更を通知する。
⑵ 委員会は，適切な方法，とくに，民商事事件のための欧州司法ネットワークを
通じて，これらの情報を公表する。
第51条　書式の作成及び事後の変更
委員会は，第８条第１項，第10条第２項，第19条第１項，第25条第１項，第27条
第２項，第29条第２項，第36条第１項，第36条第５項第２段落及び第37条の書式及
びその事後の変更についての実施法行為を発布する。この実施法行為は，第52条第
２項中にあげられた協議手続に従って発布される。
第52条　小委員会手続
⑴ 委員会は，小委員会による援助を受ける。この小委員会は，規則（EU）第
182/2011号の意味における小委員会である。
⑵ 本項が援用されるとき，規則（EU）第182/2011号第４条が適用される。
第53条　監督及び審査
⑴ 委員会は，欧州議会，委員会，欧州経済及び社会委員会に対し，2022年１月18
日までに，本規則の適用に関する報告書を提出するものとし，それは，以下の問
題に関する評価も含むものとする。
ａ）本規則の適用範囲に金融商品を取り入れるべきか，及び
ｂ）保全差押命令の実行後に債務者の口座に貸方記入された資金が，当該命令に
基づいて保全差押えの対象となりうるか。
⑵ 第１項の目的のために加盟国は以下の情報を収集し，要望に応じて委員会の利
用に委ねる。
ａ）保全差押命令の申立て件数及び発令された命令の件数
ｂ）第33条及び第34条の不服申立ての提起件数，及び，もし可能であれば，不服
申立ての認容件数，並びに
ｃ）第37条の上訴の提起件数，及び，可能な限りで，上訴が奏効した件数
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第６章　最終規定
第54条　発　効
本規則は，EU官報掲載後20日目に発効する。
本規則は，2016年７月18日から適用される第50条を別として，2017年１月18日か
ら適用される。
本規則は，そのすべての部分において拘束的であり，諸条約に従い，加盟国にお
いて直接適用される。
2014年５月15日　ストラースブールにて
欧州議会の名において
議長　M. SCHULZ
閣僚理事会の名において
理事長　D. KOURKOULAS
【追記】本稿は，「平成27年度専修大学長期国内研修員」としての研究の成果の一部
である。
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